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○恵那市低入札価格調査制度実施要綱 

平成24年７月31日告示第73号の４ 

改正 

平成25年10月１日告示第106号 

平成26年１月23日告示第６号 

平成29年４月１日告示第62号 

恵那市低入札価格調査制度実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、恵那市が発注する建設工事（以下「工事」という。）における低入札価格調

査制度の実施に関して必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 低入札価格調査制度 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の10第１項に規定

する予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者（以下「最低価格入札者」

という。）の当該申込みに係る価格によってはその者により当該契約の内容に適合した履行が

されないおそれがあると認めるときに、必要な調査を行い、当該調査の結果に基づき落札者を

決定する制度をいう。 

(２) 契約担当者 恵那市契約規則（平成16年恵那市規則第46号）第１条に規定する契約担当者

をいう。 

(３) 事業主管担当者等 工事を発注する課等の担当者及び当該課等を所管する部の長をいう。 

（対象工事） 

第３条 低入札価格調査制度の対象とする工事は、原則として予定価格が１億5,000万円以上の工事

とする。 

（調査基準価格） 

第４条 低入札価格調査制度の対象とする工事において、最低価格入札者の申込みに係る価格に100

分の108を乗じて得た額が、次項の規定により算出される調査基準価格を下回る場合は、第８条の

規定により調査を行うものとする。 

２ 前項の調査基準価格は、設計額算出の基礎となった次の各号に掲げる額の合計額に100分の108

を乗じて得た額とする。ただし、その額が予定価格に10分の９を乗じて得た額を超える場合は予

定価格に10分の９を乗じて得た額とし、予定価格に10分の７を乗じて得た額に満たない場合は予
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定価格に10分の７を乗じて得た額とする。 

(１) 直接工事費に100分の97を乗じて得た額 

(２) 共通仮設費に100分の90を乗じて得た額 

(３) 現場管理費に100分の90を乗じて得た額 

(４) 一般管理費に100分の55を乗じて得た額 

（失格基準価格） 

第５条 失格基準価格は、設計額算出の基礎となった次の各号に掲げる額の合計額に100分の108を

乗じて得た額とする。 

(１) 直接工事費に100分の77を乗じて得た額 

(２) 共通仮設費に100分の70を乗じて得た額 

(３) 現場管理費に100分の90を乗じて得た額 

(４) 一般管理費に100分の55を乗じて得た額 

（調査基準価格等の設定） 

第６条 契約担当者は、低入札価格調査制度の対象とする工事に係る入札を行おうとするときは、

あらかじめ、予定価格のほか、調査基準価格及び失格基準価格を設定し、予定価格書に記載する

ものとする。 

（入札参加者への周知等） 

第７条 契約担当者は、低入札価格調査制度の対象とする工事に係る入札を行おうとするときは、

あらかじめ、入札参加資格者に対してその旨を周知しなければならない。 

２ 契約担当者は、入札の結果、調査基準価格を下回る価格（入札者の申込みに係る価格に100分の

108を乗じて得た額。次条において同じ。）で入札が行われた場合、落札の決定を保留する。 

一部改正〔平成26年告示６号〕 

（調査の実施及び提出書類） 

第８条 事業主管担当者等は、前条第２項の規定により決定を保留したときは、調査基準価格を下

回る価格で入札を行った者（以下「調査対象者」という。）全員から次に掲げる書類を提出させ、

必要に応じ、事情聴取を行い、関係機関への照会等の調査を行うものとする。 

(１) 調査基準価格を下回る価格での応札が可能となった理由（様式第１号） 

(２) 入札金額の積算内訳（様式第２号） 

(３) 配置現場代理人等名簿（様式第３号） 

(４) 手持工事の状況（様式第４号） 
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(５) 契約対象工事箇所、調査対象者の事業所、倉庫等との地理的関係（様式第５号） 

(６) 手持資材の状況（様式第６号） 

(７) 資材購入先又は資材リース元の状況（様式第７号） 

(８) 手持機械の状況（様式第８号） 

(９) 機械リース元の状況（様式第９号） 

(10) 労務者の具体的供給見通し（様式第10号） 

(11) 過去に施工した公共工事名及びその工事の発注者（様式第11号） 

(12) 建設副産物の搬出地（様式第12号） 

(13) 下請負契約（一次）の予定の有無（様式第13号） 

(14) 経営状況について（様式第14号） 

(15) その他必要な事項 

２ 失格基準価格を下回る価格での入札は、調査を行うまでもなく契約の内容に適合した履行がな

されないと判断し、失格とする。 

（調査の措置） 

第９条 前条の規定による調査において、調査対象者が次に掲げる場合に該当するときは、落札の

資格を有しない者と判断する。 

(１) 調査対象者が低入札価格調査に協力しない場合 

(２) 契約担当者の定める期限までに前条各号に掲げる資料を提出しない場合 

(３) 提出した書類に不備等がある場合 

(４) 事情聴取に応じない場合 

(５) 前条第２号の積算内訳を調査した結果、次のアからオまでのいずれかに該当する事実が判

明した場合 

ア 当該積算内訳の算出根拠が適正でない場合 

イ 当該契約の内容に係る見積数量が適正でない場合 

ウ 当該契約の内容に係る材料や製品等について品質及び規格が適正でない場合 

エ 当該契約の内容に係る労務単価が適正でない場合 

オ 前条各号に掲げる資料の提出時において、当該工事に配置する現場代理人の直接的な雇用

関係が証明できない場合 

(６) 建設副産物の処理が適正でない場合 

(７) 当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる場合、又はその者と
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契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当である

と認める場合 

（調査結果の報告） 

第10条 事業主管担当者等は、第８条の規定による調査終了後、速やかに、当該調査結果及び落札

の資格を有する調査対象者（以下「落札候補者」という。）を恵那市業者指名審査委員会に報告

しなければならない。 

（落札者の決定の方法等） 

第11条 恵那市業者指名委員会は、前条の規定による報告を受けた場合は、速やかに、その内容を

審査し、契約の内容に適合した履行がされると認められるときは、落札候補者を落札者と決定す

るものとする。 

２ 前項の規定による審査の結果、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められ

るときは、落札候補者を落札者とせずに、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした

他の者のうち最低の価格をもって申込みをした者（以下「次順位者」という。）を落札者と決定

するものとする。この場合において、次順位者が調査基準価格を下回る入札者であった場合には、

当該次順位者について改めて第８条の調査を行うものとする。 

３ 前２項の規定により、落札者を決定したときは、その旨を落札者を含む入札を行った全ての者

に対して通知するものとする。 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成24年10月１日から施行する。 

附 則（平成25年10月１日告示第106号） 

この告示は、平成25年10月15日から施行し、同日以後に入札の公告又は入札執行の通知を行う工

事から適用する。 

附 則（平成26年１月23日告示第６号） 

この告示は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年4月1日告示第62号） 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

 

様式第１号（第８条関係） 
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様式第２号（第８条関係） 

様式第３号（第８条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

様式第７号（第８条関係） 

様式第８号（第８条関係） 

様式第９号（第８条関係） 

様式第10号（第８条関係） 

様式第11号（第８条関係） 

様式第12号（第８条関係） 

様式第13号（第８条関係） 

様式第14号（第８条関係） 



 

                                   （資料は３部提出） 

契約番号  工事件名  

会社名  連絡先  開札日  

 

調査基準価格を下回る価格での応札が可能となった理由 

１ 労務費 

 

 

 

 ２ 手持工事の状況 

 

 

 

 ３ 当該工事現場と事務所・倉庫との関係 

 

 

 

 ４ 手持資材の状況 

 

 

 

 ５ 手持機械の状況 

 

 

 

 ６ 下請会社等の協力 

 

 

 

 

 ７ その他（仮設、安全管理、現場管理等当該工事への取組み） 

 

 

 

 

（注１) 上記１から７の項目には、当該価格での応札が可能となった理由を、第２号様式から第１４号

様式に基づいて、具体的に記入してください。 

（注２) 上記１から７の項目は、必ず全ての項目を漏れなく記入してください。 

 



 

 

 

入札金額の積算内訳 

 

(注１) 応札時に添付した内訳書と同一のものを添付して下さい。 

(注２) 直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費の諸経費の算出根拠（詳細な積算内訳）

を必ず添付して下さい。 

 

 



 

 

配置現場代理人等名簿 

 

区分(注１) 
氏名 

（フリガナ） 
採用年月日(注２) 資 格(注３) 監理技術者証等番号 

現場代理人 
 

 
   

技術者 
 

 
   

 
 

 
   

 
 

 
   

  

 

   

  

 

   

  

 

   

  

 

   

  

 

   

  

 

   

 

(注１) 「区分」の欄には、本件工事において配置する現場代理人や監理技術者等（兼務する場合にお

いては、同一枠内に両方）を記入してください。 

(注２) 現場代理人等については、添付資料として、自社社員（本要綱第８条各号に掲げる資料の提出

時において、①直接的な雇用関係にあり、②他の工事に従事していない者）であることを証明す

る健康保険証等の写し、および技術者等と兼務する場合は、必要な資格を有することを証明する

書面の写しを提出してください。 

(注３) 「資格」の欄には、「一級土木施工管理技士」や「監理技術者資格者」等、ＣＯＲＩＮＳに登録

する資格等の名称を記載して下さい。 

(注４) 上記に記載した現場代理人、技術者等は、病気等真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、

新たに配置する技術者が入札参加資格を満たすと確認された場合以外は、落札決定後変更するこ

とはできません。 

 

 



 

 

手持工事の状況 

 

工事名 工事場所 発注者 工 期 金 額 
主任技術者又は 

監理技術者の氏名 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

 



 

 

契約対象工事箇所、調査対象者の事業所、倉庫等との地理的関係 

 

 

 

(注１) 分かりやすい地図で契約対象工事箇所と調査対象者の事務所、倉庫、隣接工事箇所等との関連

が明確になるように記入してください（縮尺は問いません。）。 

(注２) 上記記載の所在地や、契約対象工事箇所への所要時間も明らかにしてください。  

 



 

 

手持資材の状況 

 

品  名 規格・形式 単位 手持数量 
本工事での 

使用数量 

不足数量の 

手当方法 
備考 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

    

(注１) 手持資材の状況については、主に該当工事で使用予定の資材を記入してください。 

(注２) 安全資材や看板等共通仮設費で使用する資材も記載してください。 

 

 

 



 

 

資材購入先又は資材リース元の状況 

 

工 種 

種 別 

品 名 

規 格 
単位 数量 単価

予定している購入先又はリース元名等 

業者名 所在地 
調査対象者との 

関係(取引年数) 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 

資材購入費又は資材リース費 

合計額（円） 
 

                  

(注１) 自社にて購入又はリースする資材のみ記入してください。 

(注２) 数量、単価の欄を記入し、調査対象者との関係の欄には、購入先予定業者との関係や取引年数

を記入し、その関係を証明する規約、登録書等があれば添付してください。 

(注３) 予定している資材購入先又は資材リース元について、その会社の社印のある見積書等を必ず添

付してください。 

(注４) 資材購入費又は資材リース費合計額は、必ず記入してください。 

 

 



 

 

手持機械の状況 

 

工種・種別 機械の名称 
規格・形式・ 

能力・年式 
単位 数量 メーカー名 

現在の 

利用状況 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 

                 

(注) 主に、当該工事に使用する予定の手持機械の状況を記入してください。 

 

 

 



 

 

機械リース元の状況 

 

工種 

・種別 

機械の 

名称 

規格/型式･ 

・能力/年式 
単位 数量 ﾒｰｶｰ名

単

価 

予定しているリース元名等 

業者名 所在地 

調査対象者と

の関係 

（取引年数）

 

 

         

 

 

         

 

 

         

 

 

         

 

 

         

 

 

         

 

 

         

 

 

         

 

 

         

 

 

         

 

 

         

 

機械リース費合計額（円）  

 

(注１) 自社にてリースする機械のみ記入してください。 

(注２) 調査対象者との関係の欄には、機械リース元との関係や取引年数を記入し、その関係を証明す

る規約、登録書等があれば添付してください。 

(注３) 予定している機械リース元について、その会社の社印のある見積書等を必ず添付してください。 

(注４) 機械リース費合計額は、必ず記入してください。 

 



 

 

労務者の具体的供給見通し 

１ 自社施工 

工  種 職  種 単 価（Ａ） 員 数（Ｂ） 合計額（Ａ）×（Ｂ）

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

合 計（Ｃ）  

２ 下請会社施工 

工  種 職  種 単価（Ａ） 員数（Ｂ） 合計額（Ａ）×（Ｂ） 下請会社名 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 合 計（Ｄ）   

 

労務費合計額（円） 

 （Ｃ）＋（Ｄ） 

 

 

(注１) 自社施工でない工種及び第13号様式に記載している下請負会社名全てを、「２ 下請会社施 

工」の欄に必ず記入してください。 

(注２) 下請会社施工の場合、労務単価が不明の時は「合計額（Ａ）×（Ｂ）」のみ記入してください。 

(注３) 「労務費合計額（Ｃ）＋（Ｄ）」は、必ず記入してください。 

 

 



 

 

過去に施工した公共工事名及びその工事の発注者 

 

発 注 者 工 事 名 工  期 金  額 備考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

(注１) 過去５箇年程度の実績を記載してください。 

(注２) 過去に施工した工事で低入札調査制度により調査の対象となったものがある場合には、当該案

件の備考欄に◎印を付してください。 

 

 

 



 

 

建設副産物の搬出地 

 

建設副産物 受入予定箇所 単位 数量 単価 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

建設副産物費合計額（円）  

 

(注１) 当該工事で発生する、すべての建設副産物（コンクリート塊、アスファルト、建設発生木材、

建設発生土等）について記入してください。 

(注２) 建設副産物費合計額は、必ず記入してください。 

 

 

 



 

 

下請負契約（一次）の予定の有無 

 

１ 下請負契約の予定     有 ・ 無  （どちらかに○印を付けてください） 

 

２ 予定している下請負契約   

下請負契約の 

工事内容（範囲） 

下請負契約の金額（税抜き） 下請負契約の相手方 

（会社名・代表者名・所在地） 

調査対象者との関

係（取引年数） 
【内訳：諸経費】（注２） 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

下請負契約金額の 

合計 

  

 

(注１)  すべての下請負契約予定業者について、その会社の社印のある下請負契約見積書等の積算根拠

を必ず添付してください。 

(注２) 【内訳：諸経費】には、下請負契約金額のうち、諸経費（下請会社の経費や利益等）を記入し

てください。 

(注３) 調査対象者との関係の欄には、下請負契約予定業者との関係や取引年数を記入し、その関係を

証明する規約、登録書等があれば添付してください。 

(注４） 下請負契約予定業者からの見積書を徴収する際には、予め下請負契約予定業者の諸経費を下請

負契約見積書の中に必ず記載して頂くよう、下請負契約予定業者に依頼してください。 

(注５) 上記の下請負契約予定業者の諸経費は、当該入札者の現場管理費、一般管理費等に分離計上せ

ず、当該入札者の直接工事費または共通仮設費に必ず計上してください（ただし、事業主管担当

者等が止むを得ないと認めるものは除きます。）。 

(注６） 第２号様式の入札金額の積算内訳と下請負契約見積額とが整合している必要があります。施工

に必要な費目との対応関係が不明確な金額計上が記載されている下請負契約見積書等は、要綱第

８条の規定に該当することになりますので、ご注意ください。 

 



 

 

経営状況について 

 

 

 

(注１) 直近２箇年分の財務諸表（決算報告書）及び会社案内を提出してください。 



 

 

 

第   号   

年  月  日   

 

         様 

 

恵那市長        印   

 

 

不 適 格 事 項 通 知 書 

 

 

      年  月  日付けで契約締結した工事において、下記のとおり不適格事項

に該当すると認められましたので通知します。 

 

記 

 

 １ 施行番号 

 

 ２ 事業名 

 

 ３ 事業場所 

 

 ４ 該当する不適格事項及びその理由 

 

 ５ 入札参加資格を有しない期間 
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